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(57)【要約】
【課題】本願発明の目的は、サイド部の耐オゾン性に優れるタイヤを提供することにある
。
【解決手段】本願発明のタイヤは、一対のビード部と、上記ビード部に連なるサイド部と
、上記サイド部を連結するトレッド部とを備えるタイヤであって、上記タイヤの少なくと
も一部に、ゴム層が保護層で被覆された被覆領域を有し、上記サイド部のゴム層がサイド
ゴムとチェーファーゴムとを含み、上記サイド部外表面上の点を起点として、タイヤ幅方
向に、サイド部全厚さに対する上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占
める割合が０％超であるサイド部ａ、上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚
さが占める割合が０％であるサイド部ｂにおいて、上記保護層の厚さが以下の関係
　　サイド部ａの保護層の厚さ＞サイド部ｂの保護層の厚さ
を満たすことを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対のビード部と、前記ビード部に連なるサイド部と、前記サイド部を連結するトレッ
ド部とを備えるタイヤであって、
　前記タイヤの少なくとも一部に、ゴム層が保護層で被覆された被覆領域を有し、
　前記サイド部のゴム層がサイドゴムとチェーファーゴムとを含み、
　前記サイド部外表面上の点を起点として、タイヤ幅方向に、サイド部全厚さに対する、
前記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％超であるサイド
部ａ、前記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％であるサ
イド部ｂにおいて、前記保護層の厚さが以下の関係
　　サイド部ａの保護層の厚さ＞サイド部ｂの保護層の厚さ
を満たすことを特徴とする、タイヤ。
【請求項２】
　前記保護層の厚さがさらに以下の関係
　　サイド部ｂの保護層の厚さ＞トレッド部の保護層の厚さ
を満たす、請求項１に記載のタイヤ。
【請求項３】
　前記保護層が、何れも、ウレタン樹脂層である、請求項１又は２に記載のタイヤ。
【請求項４】
　タイヤ幅方向断面において、
　前記サイド部、及び前記トレッド部において、前記被覆領域内に、前記ゴム層と前記保
護層との界面上の２点Ａ、Ｂであって、線分ＡＢの長さをＸ、ＡＢ間の前記界面の長さを
Ｙとしたとき、Ｘ≧１ｍｍかつＹ／Ｘ≧１．１となるような、２点Ａ、Ｂが存在する（た
だし、線分ＡＢがタイヤの外部を通過する２点を除く）、請求項１～３のいずれか一項に
記載のタイヤ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タイヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、タイヤ表面を構成するゴムは、オゾンの存在下等の外気環境の影響を受けて劣
化することがある。そして、タイヤ表面の劣化が進行すると、亀裂等が生じる場合がある
。このような問題に対し、タイヤ表面にポリウレタン膜を形成して、タイヤに耐オゾン性
を付与する技術が知られている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２００３－５３５７６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　タイヤのビード部３には、一般的に、カーカス４が直接リム５に接触せず、またリム５
とビード部３との密着性やビード部周りの耐久性を向上させる観点から、チェーファーゴ
ム３１が設けられている（図１参照）。また、タイヤのサイド部２は、主にサイドゴム２
１により形成されている（図１参照）。ここで、ビード部３に設けられるチェーファーゴ
ム３１は、サイドゴム２１と隣接しており、サイド部２にもはみ出した構造となっている
（図１参照）。チェーファーゴムは、サイドゴムよりもオゾンに対する耐久性が低いため
、サイド部の中でも、ビード部に近い部分（チェーファーゴムの割合が多い部分）はオゾ
ンに対する耐久性が低く、表面が劣化して亀裂が生じやすかった。
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【０００５】
　特許文献１には、タイヤ表面にポリウレタン膜を形成したタイヤが記載されているが、
サイド部のオゾンに対する耐久性、及び亀裂防止については何ら検討がされていない。
　従って、本発明の目的は、サイド部の耐オゾン性に優れるタイヤを提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　すなわち、本発明は、一対のビード部と、上記ビード部に連なるサイド部と、上記サイ
ド部を連結するトレッド部とを備えるタイヤであって、
　上記タイヤの少なくとも一部に、ゴム層が保護層で被覆された被覆領域を有し、
　上記サイド部のゴム層がサイドゴムとチェーファーゴムとを含み、
　上記サイド部外表面上の点を起点として、タイヤ幅方向に、サイド部全厚さに対する、
上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％超であるサイド
部ａ、上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％であるサ
イド部ｂにおいて、上記保護層の厚さが以下の関係
　　サイド部ａの保護層の厚さ＞サイド部ｂの保護層の厚さ
を満たすことを特徴とするタイヤを提供する。
【０００７】
　本発明のタイヤにおいて、上記保護層の厚さがさらに以下の関係
　　サイド部ｂの保護層の厚さ＞トレッド部の保護層の厚さ
を満たすことが好ましい。
【０００８】
　本発明のタイヤにおいて、上記保護層が、何れも、ウレタン樹脂層であることが好まし
い。
【０００９】
　本発明のタイヤにおいて、タイヤ幅方向断面において、上記サイド部、及び上記トレッ
ド部において、上記被覆領域内に、上記ゴム層と上記保護層との界面上の２点Ａ、Ｂであ
って、線分ＡＢの長さをＸ、ＡＢ間の上記界面の長さをＹとしたとき、Ｘ≧１ｍｍかつＹ
／Ｘ≧１．１となるような、２点Ａ、Ｂが存在する（ただし、線分ＡＢがタイヤの外部を
通過する２点を除く）ことが好ましい。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明のタイヤによれば、上記構成を有するため、サイド部の耐オゾン性に優れる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】タイヤのタイヤ幅方向断面における、サイド部、ビード部を、拡大して示す図で
ある。
【図２】図２（ａ）は、本発明の一実施形態に係るタイヤのタイヤ幅方向断面において、
ゴム層と保護層との界面（タイヤ外表面部分）を撮影した写真である。また、図２（ｂ）
は、図２（ａ）の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、図面を参照しつつ、本発明の実施形態について例示説明する。
［タイヤ］
　本発明のタイヤは、一対のビード部と、上記ビード部に連なるサイド部と、上記サイド
部を連結するトレッド部とを備える。
　また、本発明のタイヤは、上記タイヤの少なくとも一部に、ゴム層が保護層で被覆され
た被覆領域を有し、
　上記サイド部のゴム層がサイドゴムとチェーファーゴムとを含み、
　上記サイド部外表面上の点を起点として、タイヤ幅方向に、サイド部全厚さに対する、
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上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％超であるサイド
部ａ、上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％であるサ
イド部ｂにおいて、上記保護層の厚さが以下の関係
　　サイド部ａの保護層の厚さ＞サイド部ｂの保護層の厚さ
を満たす。
【００１３】
　本明細書において、「ビード部の保護層の厚さ」「サイド部の保護層の厚さ」「トレッ
ド部の保護層の厚さ」における「保護層の厚さ」とは、各部において外表面上の任意の１
０点を選択し、外表面上の各点から、外表面に対して垂直方向且つタイヤ内部方向の保護
層の厚さを測定し、１０点の厚さを平均した値をいう。例えば、サイド部の保護層の厚さ
とは、サイド部外表面上の任意の点を起点とし、該点から外表面に対して垂直方向且つタ
イヤ内部方向の保護層の厚さを測定し、１０点について同様の測定を行った後に、１０点
の保護層の厚さを平均した値をいう。
　また、本明細書において、「被覆領域」とは、ビード部、サイド部、又はトレッド部の
外表面の少なくとも一部と、外表面を形成する保護層、及び該保護層に隣接するゴム層と
を含む部分、即ちタイヤ外表面の少なくとも一部と、該タイヤ外表面の内側のタイヤ内部
の少なくとも一部とを含む部分をいう。
　また、本明細書において、タイヤの各部の「外表面」とは、２つのビードヒール部間に
挟まれ、タイヤにホイールを装着した際に外気と接する面をいう。なお、ビード部外表面
の外表面とは、ホイールを装着した際に、リムと接触する面をいう。
　ここで、「トレッド接地端」とは、適用リムに組み付けるとともに、規定内圧を充填し
たタイヤを、静止した状態で平板に対し垂直に置き、最大負荷能力に対応する負荷を加え
た状態での、平板との接触面におけるタイヤ幅方向両端を指す。
　なお、「適用リム」とは、タイヤが生産され、又は使用される地域に有効な産業規格で
あって、例えば、日本ではＪＡＴＭＡ（日本自動車タイヤ協会）のＪＡＴＭＡ　ＹＥＡＲ
　ＢＯＯＫ、欧州ではＥＴＲＴＯ（Ｔｈｅ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｔｙｒｅ　ａｎｄ　Ｒｉ
ｍ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｏｒｇａｎｉｓａｔｉｏｎ）のＳＴＡＮＤＡＲＤＳ　ＭＡＮＵ
ＡＬ、米国ではＴＲＡ（Ｔｈｅ　Ｔｉｒｅ　ａｎｄ　Ｒｉｍ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ，
　Ｉｎｃ．）のＹＥＡＲ　ＢＯＯＫ等に記載されている、適用サイズにおける標準リム（
ＥＴＲＴＯのＳＴＡＮＤＡＲＤＳ　ＭＡＮＵＡＬではＭｅａｓｕｒｉｎｇ　Ｒｉｍ、ＴＲ
ＡのＹＥＡＲ　ＢＯＯＫではＤｅｓｉｇｎ　Ｒｉｍ）を指す。また、「規定内圧」とは、
上記のＪＡＴＭＡ　ＹＥＡＲ　ＢＯＯＫ等に記載されている、適用サイズ・プライレーテ
ィングにおける最大負荷能力に対応する空気圧をいい、「最大負荷能力」とは、上記規格
でタイヤに負荷されることが許容される最大の質量をいう。
　また、本明細書において、トレッド部とは、上記トレッド接地端からタイヤ厚さ方向に
切断した面に囲まれた部分をいう。また、サイド部とは、適用リムを組み付けるともに規
定内圧を充填したタイヤの、適用リムとタイヤとの接点からタイヤ厚さ方向に切断した面
と、上記トレッド接地端からタイヤ厚さ方向に切断した面に囲まれた部分をいう。また、
ビード部とは、タイヤ端部から、適用リムを組み付けるともに規定内圧を充填したタイヤ
の適用リムとタイヤとの接点からタイヤ厚さ方向に切断した面までの部分をいう。なお、
タイヤ厚さ方向とは、タイヤ外表面上の点を起点とする、外表面に対して垂直な方向（例
えば、サイド部であれば、サイド部外表面上の点を起点とする、タイヤ幅方向）をいう。
【００１４】
　本実施形態のタイヤとしては、例えば、トレッド部と、該トレッド部の両側部からタイ
ヤ径方向内方に延びる一対のサイド部と、各サイド部からタイヤ径方向内方に延びるビー
ド部とを有し、一対のビード部間にトロイダルに延在するカーカスと、該カーカスのタイ
ヤ径方向外方に配置されたベルトとを備えた一般的な構造のタイヤが挙げられる。
【００１５】
（ビード部）
　上記ビード部は、ビード部の外表面部分の少なくとも一部に、ゴム層（ビードゴム層）
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と、上記ゴム層（ビードゴム層）を被覆し、ビード部の外表面を形成する保護層とからな
る被覆領域を有することが好ましい。
【００１６】
　上記ビード部のゴム層をなすゴムとしては、例えば、ゴム成分、配合剤等を含むゴム（
ゴム成分、配合剤等を含むゴム組成物を、架橋させて得られるゴム）等が挙げられる。
【００１７】
　上記ビード部におけるゴム成分は、目的に応じて適宜選択することができる。上記ゴム
成分としては、例えば、後述のサイド部におけるゴム成分と同様のものが挙げられる。
【００１８】
　上記ビード部における配合剤としては、後述のサイド部における配合剤と同様のものが
挙げられる。
【００１９】
　上記ビード部のゴム層は、チェーファーゴムからなる部分を含み、さらに他のゴムから
なる部分を含んでいてもよい。チェーファーゴムは、リムとの摩擦からタイヤ内部のカー
カスを保護するゴムであり、後述のサイドゴムに比べ、硬く、老化防止剤の含有量が低い
ことが好ましい。
　チェーファーゴム中の老化防止剤の含有量は、チェーファーゴム１００質量％に対して
、０．５～２．５質量％であることが好ましい。また、サイドゴム中の老化防止剤の含有
量の０．１６～０．８３％であることが好ましく、０．３～０．８％であることがより好
ましい。
　また、チェーファーゴムの弾性率は、１００％の引張強度で４．０ＭＰａ以上であるこ
とが好ましい。また、サイドゴムの弾性率に比べて高いことがより好ましく、サイドゴム
の弾性率の２倍以上であることがさらに好ましい。上記弾性率は、例えば、打ち抜いたゴ
ムを引張試験機で引張試験（ＪＩＳ　Ｋ　６２５１）の方法により測定することができる
。
【００２０】
　上記ビード部における保護層としては、例えば、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂、スチレ
ン系熱可塑性エラストマー等のエラストマーを含む保護層；スチレン－ブタジエン共重合
体ゴム、ブチルゴム、エチレン－プロピレン－ジエン共重合体ゴム等のゴム材料を含む保
護層；等が挙げられる。中でも、耐オゾン性及び耐クラック性に優れ、且つクラックの進
展を抑えることができるという観点、及びビード部のゴム層が有する特性を低下させにく
いという観点から、ウレタン樹脂層であることが好ましい。
【００２１】
　上記ウレタン樹脂層は、少なくともウレタン樹脂を含み、さらに他の樹脂（例えば、ア
クリル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂等）を含んでいてもよい。
【００２２】
　上記ウレタン樹脂としては、例えば、ポリオールとイソシアネートとから調製される２
液硬化型ウレタン樹脂が好ましい。上記ポリオールとしては、例えば、ポリエステルポリ
オール、ポリエーテルポリオール、ポリカーボネートポリオール等が挙げられる。また、
上記イソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、ジフェニ
ルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、シクロヘキシルジイソシアネート、イソホロンジ
イソシアネート（ＩＰＤＩ）等が挙げられる。上記ウレタン樹脂は、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２３】
　上記ビード部において、上記ウレタン樹脂層中のウレタン樹脂の割合は、ビード部のゴ
ム層との接着の強度が一層高くなり、ゴム層に一層追従しやすくなる観点から、例えば、
ウレタン樹脂層１００質量％に対して、１０～１００質量％が好ましく、５０～１００質
量％がより好ましい。また、上記ウレタン樹脂層中の樹脂成分は、ゴム層との機械特性の
バランスの観点から、ウレタン樹脂のみであること（他の樹脂を含まないこと）が好まし
い。
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【００２４】
　上記ビード部において、上記ビード部の保護層の厚さは、２０～２００μｍであること
が好ましく、３０～１００μｍであることがより好ましい。ビード部の保護層の厚さが２
０μｍ以上であることにより、ビード部が耐オゾン性に一層優れ、亀裂が発生しにくくな
る。また、２００μｍ以下であることにより、タイヤが軽くなり、また製造コストを低減
できる。
　上記ビード部の保護層の厚さは、ビード部全体で均一であってもよいし、不均一であっ
てもよい。ビード部の保護層の厚さは、例えば、積層する際に用いる発泡体の厚さ、密度
、発泡倍率等により調整することができる。
【００２５】
　上記ビード部において、ビード部の全外表面積（１００％）に対する、上記保護層から
なる外表面の割合（上記被覆領域の割合）は、ビード部が耐オゾン性に一層優れ、亀裂が
発生しにくくなる観点から、５０～１００％であることが好ましく、より好ましくは８７
～１００％、更に好ましくは１００％である。
【００２６】
（サイド部）
　上記サイド部は、サイド部の外表面部分の少なくとも一部に、ゴム層（サイドゴム層）
と、上記ゴム層（サイドゴム層）を被覆し、サイド部の外表面を形成する保護層とからな
る被覆領域を有する。
【００２７】
　上記サイド部のゴム層をなすゴムとしては、例えば、ゴム成分、配合剤等を含むゴム（
ゴム成分、配合剤等を含むゴム組成物を架橋させて得られるゴム）等が挙げられる。中で
も、上記サイド部のゴム層をなすゴムは、オゾン等に対する保護に一層優れる観点から、
老化防止剤を含むことが好ましい。
【００２８】
　上記サイド部における上記ゴム成分は、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、天然ゴム、エポキシ化天然ゴム、各種ブタジエンゴム、各種スチレン－ブタジエン共重
合体ゴム、イソプレンゴム、ブチルゴム、イソブチレンとｐ－メチルスチレンの共重合体
の臭化物、ハロゲン化ブチルゴム、アクリロニトリルブタジエンゴム、クロロプレンゴム
、エチレン－プロピレン共重合体ゴム、エチレン－プロピレン－ジエン共重合体ゴム、ス
チレン－イソプレン共重合体ゴム、スチレン－イソプレン－ブタジエン共重合体ゴム、イ
ソプレン－ブタジエン共重合体ゴム、クロロスルホン化ポリエチレン、アクリルゴム、エ
ピクロルヒドリンゴム、多硫化ゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、ウレタンゴム等が挙
げられる。なお、天然ゴムとブタジエンゴムとの混合物等の、天然ゴムと合成ゴムとの混
合物を用いる場合、天然ゴムと合成ゴムとの混合比（質量比、天然ゴム／合成ゴム）とし
ては、例えば、８０／２０～２０／８０が挙げられる。上記ゴム成分は、１種単独で使用
してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２９】
　上記サイド部における上記配合剤としては、例えば、グアジニン系、アルデヒド－アミ
ン系、アルデヒド－アンモニア系、チアゾール系、スルフェンアミド系、チオ尿素系、チ
ウラム系、ジチオカルバメート系、ザンテート系等の加硫促進剤；硫黄等の加硫剤；アミ
ン系老化防止剤、フェノール系老化防止剤等の老化防止剤；合成ワックス、天然ワックス
等のワックス；アロマオイル等のオイル類；シリカ、カーボンブラック、炭酸カルシウム
等の充填剤フィラー；シランカップリング剤；ステアリン酸等の有機酸化合物；酸化亜鉛
；補強剤；プロセスオイル等の軟化剤；着色剤；難燃剤；滑剤；可塑剤；加工助剤；熱可
塑性樹脂・熱硬化性樹脂；等が挙げられる。上記配合剤は、１種単独で使用してもよいし
、２種以上を併用してもよい。
【００３０】
　上記サイド部における保護層としては、上述のビード部における保護層と同様のものが
挙げられる。中でも、耐オゾン性及び耐クラック性に優れ、且つクラックの進展を抑える
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ことができるという観点、及びサイド部のゴム層が有する特性を低下させにくいという観
点から、ウレタン樹脂層であることが好ましい。
　上記サイド部におけるウレタン樹脂層としては、上述のビード部におけるウレタン樹脂
層と同様のものが挙げられる。上記ウレタン樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２種
以上を併用してもよい。
【００３１】
　上記サイド部において、上記ウレタン樹脂層中のウレタン樹脂の割合は、サイド部のゴ
ム層との接着の強度が一層高くなり、ゴム層に一層追従しやすくなる観点から、例えば、
ウレタン樹脂層１００質量％に対して、１０～１００質量％が好ましく、５０～１００質
量％がより好ましい。また、上記ウレタン樹脂層中の樹脂成分は、ゴム層との機械特性の
バランスの観点から、ウレタン樹脂のみであること（他の樹脂を含まないこと）が好まし
い。
【００３２】
　上記サイド部の保護層の厚さは、１６～１５０μｍの範囲であることが好ましく、２０
～１００μｍの範囲であることがより好ましい。サイド部の保護層の厚さが１６μｍ以上
であることにより、ビード部が耐オゾン性に一層優れ、亀裂が発生しにくくなる。また、
１５０μｍ以下であることにより、タイヤが軽くなり、また製造コストを低減できるかつ
タイヤ性能への影響が少ない。
　上記サイド部の保護層の厚さは、例えば、積層する際に用いる発泡体の厚さ、密度、発
泡倍率等により調整することができる。
【００３３】
　図１に示すように、サイド部２のうち、ビード部３に近い部分（サイド部ａ２２）では
、サイドゴム２１とチェーファーゴム３１とが存在する。サイド部２とビード部３との境
界近辺において、サイド部厚さ方向のサイドゴムの厚さは、ビード部に近づく程薄くなり
、サイド部厚さ方向のチェーファーゴムの厚さは、ビード部に近づく程厚くなる。チェー
ファーゴム３１はサイドゴム２１よりも、オゾンに対する耐久性が低いため、サイド部２
の中でも、サイドゴム２１とチェーファーゴム３１とからなる部分（サイド部ａ２２）は
、サイドゴム２１のみからなる部分（サイド部ｂ２３）よりも、耐オゾン性に劣る。
　本実施形態のタイヤでは、サイド部全体で均一な耐オゾン性を確保する観点から、上記
サイド部の中でも、チェーファーゴムの割合が少ない部分よりも、チェーファーゴムの割
合が多い部分の方が、保護層が厚いことが好ましく、トレッド部に近いサイド部（サイド
部ｂ２３）の保護層よりも、ビード部に近いサイド部（サイド部ａ２２）の保護層が厚い
ことがより好ましい。即ち、サイド部外表面上の点を起点とするサイド部厚さ方向におい
て、サイド部全厚さに対するチェーファーゴムから形成されている部分の厚さの割合が多
いサイド部外表面上の点ほど、保護層を厚くすることが好ましい。
【００３４】
　本実施形態のタイヤは、上記サイド部外表面上の点を起点として、タイヤ幅方向に、サ
イド部全厚さに対する、上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割
合が０％超であるサイド部ａ、上記チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占
める割合が０％であるサイド部ｂにおいて、上記保護層の厚さが以下の関係
　　サイド部ａの保護層の厚さ＞サイド部ｂの保護層の厚さ
を満たす。中でも、サイド部ａの保護層の厚さが２４μｍ以上、サイド部ｂの保護層の厚
さが２０μｍ以上であって、サイド部ａの保護層がサイド部ｂの保護層よりも厚いことが
好ましい。
　上記サイド部ｂの保護層の厚さに対する上記サイド部ａの保護層の厚さの割合（サイド
部ａの保護層の厚さ／サイド部ｂの保護層の厚さ）は、より一層タイヤ外表面に亀裂が発
生しにくくなるという観点から、１．１～２．０であることが好ましく、１．１～１．７
であることがより好ましい。
【００３５】
　サイド部の耐オゾン性が一層向上して一層亀裂が発生しにくくなる観点から、サイド部
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外表面上の点を起点とするサイド部厚さ方向において、サイド部全厚さに対するチェーフ
ァーゴムから形成されている部分の厚さが占める割合が０％であるサイド部ｂ外表面上の
保護層の厚さは２０～２００μｍであり、０％超５％以下であるサイド部外表面上の保護
層の厚さは２４～２００μｍであり、５％超であるサイド部外表面上の保護層の厚さは４
０～２００μｍであり、５％超であるサイド部外表面上の保護層の厚さ＞０％超５％以下
であるサイド部外表面上の保護層の厚さ＞サイド部ｂの保護層の厚さ、を満たすことが好
ましい。
　なお、「サイド部の厚さ方向」とは、サイド部外表面上の点を起点とする、タイヤ幅方
向（外表面に対して垂直方向）をいう。また、「サイド部全厚さ」とは、サイド部の厚さ
方向の、外表面から内表面までの長さをいう。
【００３６】
　上記サイド部において、サイド部の全外表面積（１００％）に対する、上記保護層から
なる外表面の割合（上記被覆領域の割合）は、サイド部が耐オゾン性に一層優れ、亀裂が
発生しにくくなる観点から、５０～１００％であることが好ましく、より好ましくは６５
～１００％、更に好ましくは８０～１００％である。
【００３７】
（トレッド部）
　上記トレッド部は、トレッド部の外表面部分の少なくとも一部が保護層で被覆されてい
てもよい。上記トレッド部は、トレッド部の外表面部分の少なくとも一部に、ゴム層（ト
レッドゴム層）と、上記ゴム層（トレッドゴム層）を被覆し、トレッド部の外表面を形成
する保護層とからなる被覆領域を有することが好ましい。
【００３８】
　上記トレッド部のゴム層をなすゴムとしては、例えば、ゴム成分、配合剤等を含むゴム
（ゴム成分、配合剤等を含むゴム組成物を、架橋させて得られるゴム）等が挙げられる。
【００３９】
　上記トレッド部におけるゴム成分は、目的に応じて適宜選択することができる。上記ゴ
ム成分としては、例えば、上述のサイド部におけるゴム成分と同様のものが挙げられる。
【００４０】
　上記トレッド部における配合剤としては、上述のサイド部における配合剤と同様のもの
が挙げられる。
【００４１】
　上記トレッド部における保護層としては、上述のビード部における保護層と同様のもの
が挙げられる。中でも、耐オゾン性及び耐クラック性に優れ、且つクラックの進展を抑え
ることができるという観点、及びトレッド部のゴム層が有する特性を低下させにくいとい
う観点から、ウレタン樹脂層であることが好ましい。
　上記トレッド部におけるウレタン樹脂層としては、上述のビード部におけるウレタン樹
脂層と同様のものが挙げられる。上記ウレタン樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２
種以上を併用してもよい。
【００４２】
　上記トレッド部において、上記ウレタン樹脂層中のウレタン樹脂の割合は、トレッド部
のゴム層との接着の強度が一層高くなり、ゴム層に一層追従しやすくなる観点から、例え
ば、ウレタン樹脂層１００質量％に対して、１０～１００質量％が好ましく、５０～１０
０質量％がより好ましい。また、上記ウレタン樹脂層中の樹脂成分は、ゴム層との機械特
性のバランスの観点から、ウレタン樹脂のみであること（他の樹脂を含まないこと）が好
ましい。
【００４３】
　上記トレッド部において、上記トレッド部の保護層の厚さは、５～２００μｍであるこ
とが好ましく、１０～５０μｍであることがより好ましい。トレッド部の保護層の厚さが
１０μｍ以上であることにより、トレッド部が耐オゾン性に一層優れ、亀裂が発生しにく
くなる。また、２００μｍ以下であることにより、タイヤのグリップ性能が低下しにくく
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、また、短距離走行するだけで保護層が摩耗し、トレッド部のゴム層をタイヤ外表面に露
出させることができる。
　上記トレッド部の保護層の厚さは、トレッド部全体で均一であってもよいし、厚さが不
均一であってもよい。トレッド部の保護層の厚さは、例えば、積層する際に用いる発泡体
の厚さ、密度、発泡倍率等により調整することができる。
【００４４】
　上記トレッド部において、トレッド部の全外表面積（１００％）に対する、上記保護層
からなる外表面の割合（上記被覆領域の割合）は、トレッド部が耐オゾン性に一層優れ、
亀裂が発生しにくくなる観点から、１０～１００％であることが好ましく、より好ましく
は１０～８０％、更に好ましくは５０～８０％である。
【００４５】
（タイヤの物性）
　本実施形態のタイヤは、耐オゾン性が向上し、亀裂が発生しにくくなる観点から、以下
の関係を満たすことが好ましい。
　　ビード部の保護層の厚さ＞サイド部の保護層の厚さ
　上記サイド部の保護層の厚さに対する上記ビード部の保護層の厚さの割合（ビード部の
保護層の厚さ／サイド部の保護層の厚さ）は、より一層タイヤ外表面に亀裂が発生しにく
くなるという観点から、１．１～２．０であることが好ましく、１．１～１．７であるこ
とがより好ましい。
【００４６】
　本実施形態のタイヤは、（タイヤのグリップ力維持）の観点から、以下の関係
　　サイド部の保護層の厚さ＞トレッド部の保護層の厚さ
を満たすことが好ましく、以下の関係
　　サイド部ｂの保護層の厚さ＞トレッド部の保護層の厚さ
を満たすことがより好ましい。
【００４７】
　本実施形態のタイヤは、グリップ性能、乗り心地の観点から、以下の関係を満たすこと
が好ましい。
　　ビード部の保護層の厚さ＞サイド部の保護層の厚さ＞トレッド部の保護層の厚さ
【００４８】
　本実施形態のタイヤは、タイヤ幅方向断面において、上記サイド部の上記被覆領域８内
に、上記ゴム層７と上記保護層６との界面上の２点Ａ、Ｂであって、線分ＡＢの長さをＸ
、ＡＢ間の上記界面の長さをＹとしたとき、Ｘ≧１ｍｍかつＹ／Ｘ≧１．１となるような
、２点Ａ、Ｂが存在することが好ましく、上記サイド部及び上記トレッド部にＸ≧１ｍｍ
かつＹ／Ｘ≧１．１となるような、２点Ａ、Ｂが存在することがより好ましく、上記ビー
ド部、上記サイド部及び上記トレッド部にＸ≧１ｍｍかつＹ／Ｘ≧１．１となるような、
２点Ａ、Ｂが存在することがさらに好ましい。ただし、２点Ａ、Ｂを結んだ線分ＡＢがタ
イヤの外部を通過する２点を除く。
　上記Ｘ≧１ｍｍかつＹ／Ｘ≧１．１の条件における、長さＸは、１～５ｍｍが好ましく
、より好ましくは１ｍｍである。また、上記Ｘ≧１ｍｍかつＹ／Ｘ≧１．１の条件におけ
る、Ｙ／Ｘは、１．２以上が好ましく、より好ましくは１．３以上であり、また、４．０
以下であることが好ましい。
　上記Ｙ／Ｘが１．１以上であることにより、保護層６がゴム層７表面の凹凸形状に追従
して、ゴム層７と保護層６との界面で、ゴム層７と保護層６とが複雑に絡み合い、アンカ
ー効果が得られて、保護層６の接着の強度が著しく向上する。
　なお、上記２点Ａ、Ｂ間の上記界面の長さＹとは、２点Ａ、Ｂ間をゴム層７と保護層６
との界面に沿って結んだ線の長さ（２点Ａ、Ｂの界面上における延在長さ）である（図２
（ｂ）参照）。なお、ゴム層７と、保護層６との間に、気泡等が存在しない場合、ゴム層
７と保護層６との界面は、ゴム層表面である（図２（ｂ）参照）。
【００４９】
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　本実施形態のタイヤは、上記２点Ａ、Ｂ間において、ゴム層７と保護層６との上記界面
の最大高さ粗さＲｙは、保護層６がゴム層７に複雑に入り込むことで保護層６とゴム層７
とが複雑に絡み合い、ゴム層７と保護層６との接着の強度が向上する観点から、例えば、
５～４００μｍであることが好ましい。
　なお、最大高さ粗さＲｙは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１（２００１年）の規定に準拠して測
定される値をいう。
【００５０】
　上記２点Ａ、Ｂは、ゴム層７と保護層６との界面から選択されれば、２点Ａ、Ｂを結ぶ
界面上の線が、保護層が設けられていない部分（タイヤ外表面となる部分）を含んでいて
もよい。
　上記２点Ａ、Ｂ間の保護層が設けられていない部分は、例えば、点Ａから上記被覆領域
８表面におろした垂線の足Ｃ（図２（ｂ）のＣ）と、点Ｂから上記被覆領域８表面におろ
した垂線の足Ｄ（図２（ｂ）のＤ）とを結んだ、タイヤ外表面上の線Ｌの長さ（１００％
）に対して、該線Ｌ上の保護層６が設けられていない部分の長さは、４０％以下が好まし
く、２０％以下がより好ましい。中でも、該線Ｌ上に、保護層６が設けられていない部分
がないことが好ましい。
　また、該線Ｌ上の保護層６が設けられていない部分の長さは、ゴム層７と保護層６との
接着強度の観点から、例えば、２００μｍ未満であることが好ましい。
【００５１】
　上記２点Ａ、Ｂ間の上記保護層６の平均厚さは、ゴム層２と保護層６との接着の強度が
一層高くなり、タイヤ外表面の耐オゾン性が一層向上する観点から、１５～４００μｍが
好ましく、より好ましくは３０～１５０μｍである。
　なお、保護層６の平均厚さは、タイヤ幅方向断面において、上記２点Ａ、Ｂ間の上記界
面上のある点からタイヤ外表面（被覆領域表面）におろした垂線の足までの長さを、その
点における保護層の厚さとし、上記２点Ａ、Ｂ間の全ての点において測定した保護層の厚
さの平均値をいう。
【００５２】
　上記２点Ｃ、Ｄを結んだタイヤ外表面上の線上に保護層６が設けられていない部分がな
い場合、上記２点Ａ、Ｂ間の保護層の最低層厚ｄは、耐オゾン性に優れる観点から、１～
３００μｍが好ましく、より好ましくは１５～１５０μｍである。
　なお、上記２点Ｃ、Ｄ間の保護層の最低層厚ｄは、２点Ａ、Ｂを含むタイヤ幅方向断面
において、上述の保護層の平均厚さを求める際の、保護層の厚さの最小値である（図２（
ｂ）参照）。
【００５３】
　本実施形態のタイヤは、例えば、自動車用、重荷重車両（建設・鉱山車両、トラック・
バス等）用、バイク用、自転車用等のタイヤとして用いることができる。
【００５４】
（タイヤの製造方法）
　本実施形態のタイヤの製造方法としては、加硫時に、複雑な表面形状をしたゴム層の表
面に発泡体が入り込みやすく、発泡体により形成される保護層とゴム層とが複雑に絡み合
い、上記Ｙ／Ｘが大きくなり、アンカー効果が得られて、ゴム層表面と保護層との接着の
強度が向上する観点から、例えば、未加硫ゴム（未加硫タイヤ）表面上に、保護層となる
発泡体を積層して加硫する方法等が挙げられる。
　なお、成型加硫後のタイヤ外表面に保護層を設けた場合、加硫タイヤ外表面がほぼ平坦
となっているため、ゴム層と保護層とが複雑に絡まず、接着の強度が不十分となるおそれ
がある。
【００５５】
　上記発泡体としては、ゴム層と保護層とが絡み合った構造を形成しやすいという観点か
ら、ウレタン樹脂発泡体であることが好ましい。上記ウレタン樹脂発泡体は、例えば、上
記ウレタン樹脂及び発泡剤を含む組成物を発泡させて製造することができる。上記ウレタ
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ン樹脂発泡体を形成する組成物は、さらに、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹
脂等の他の樹脂、界面活性剤、溶剤等を含んでいてもよい。
【００５６】
　上記ウレタン樹脂発泡体におけるウレタン樹脂としては、ウレタン樹脂層について上述
したものと同様のウレタン樹脂が挙げられる。
【００５７】
　上記発泡剤としては、例えば、水、炭化水素化合物（プロパン、ブタン、ペンタン等）
、炭酸ガス、窒素ガス、空気等が挙げられる。
【００５８】
　上記発泡体の気泡構造は、ゴム層７と保護層６との間に気泡が入りにくくなり、ゴム層
７と保護層６との接着の強度が一層向上するという観点から、例えば、半連続半独立気泡
構造（独立気泡構造と連続気泡構造とが混在している気泡構造）、又は連続気泡構造が好
ましい。
【００５９】
　上記発泡体の発泡倍率は、ゴム層７と保護層６との接着の強度が一層向上する観点から
、５０倍以下が好ましく、より好ましくは２０倍以下、さらに好ましくは１９倍以下であ
る。また、ゴム層７と保護層６との間に気泡が入りにくく、ゴム層７と保護層６との接着
の強度が一層向上する観点から、４倍以上が好ましく、より好ましくは８倍以上である。
　なお、発泡倍率は、「発泡前の密度／発泡後の密度」をいう。即ち、「発泡体を形成す
る組成物から発泡剤を除いた組成物の密度／発泡体の密度」をいう。なお、発泡体の体積
は、ＪＩＳ　Ｋ　７２２２に準拠して測定される体積をいう。
【００６０】
　上記発泡体としてウレタン樹脂発泡体を用いる場合、ウレタン樹脂発泡体を形成する組
成物から発泡剤を除いた組成物の密度は、特に限定されないが、４０～１５０ｋｇ／ｍ3

や、６０～１００ｋｇ／ｍ3であってもよい。
　また、上記ウレタン樹脂発泡体の密度は、特に限定されないが、ゴム層と保護層との接
着の強度が一層向上する観点から、２０～１５０ｋｇ／ｍ3が好ましく、より好ましくは
２０～１００ｋｇ／ｍ3、さらに好ましくは５１～１００ｋｇ／ｍ3である。
　なお、上記密度は、ＪＩＳ　Ｋ　７２２２に準拠して測定される値をいう。
【００６１】
　上記タイヤの製造方法において、加硫の方法は、例えば、未加硫ゴムに上記発泡体を積
層して金型の内表面に設置し、加硫成型する方法が挙げられる。
　加硫温度としては、例えば、１４０～２００℃が挙げられる。また、加硫時間としては
、例えば、５～６０分が挙げられる。
【００６２】
　なお、本発明のタイヤは、未加硫ゴム表面上に樹脂シートやゴムシートを積層して加硫
する方法等で製造してもよい。加硫の方法は、例えば、未加硫ゴムに上記樹脂シート又は
上記ゴムシートを積層して金型内表面に設置し、加硫成型する方法が挙げられる。加硫温
度としては、例えば、１４０～２００℃が挙げられる。また、加硫時間としては、例えば
、５～６０分が挙げられる。
【００６３】
　上記樹脂シート（フィルム）は、例えば、樹脂を含む組成物を剥離フィルム上に塗布し
、光硬化又は熱硬化して製造することができる。上記樹脂シートとしては、例えば、ウレ
タン樹脂、エポキシ樹脂、スチレン系樹脂等の樹脂材料による樹脂シートが挙げられる。
　上記ゴムシートとしては、例えば、上記ゴム層について上述したものと同様のゴム成分
によるゴムシートが挙げられる。
【００６４】
　積層する上記樹脂シート又はゴムシートの厚さは、耐オゾン性の観点、及び剥離防止性
が向上するという観点から、例えば、１～５００μｍが好ましく、より好ましくは３０～
４００μｍである。
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【００６５】
　上記樹脂シート又はゴムシートは、ゴム層７と保護層６との間に気泡が入りにくくなり
、ゴム層７と保護層６との接着の強度が一層向上する観点から、例えば、シートを貫通す
る孔を有していてもよい。
【実施例】
【００６６】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は下記の実施例に何ら限定
されるものではない。
【００６７】
（実施例１）
　未加硫タイヤ（タイヤサイズ：１９５／６５Ｒ１５）のビード部の全外表面上に、密度
１００ｋｇ／ｍ3、発泡倍率１０倍、厚さ１０００μｍのウレタン樹脂発泡体（商品名「
エバーライトＳＦ」、ブリヂストンケミテック社製）を、サイド部ａの全外表面上に、密
度１００ｋｇ／ｍ3、発泡倍率１０倍、厚さ１５００μｍのウレタン樹脂発泡体（商品名
「エバーライトＳＦ」、ブリヂストンケミテック社製）を、サイド部ｂの全外表面上に、
密度１００ｋｇ／ｍ3、発泡倍率１０倍、厚さ１２００μｍのウレタン樹脂発泡体（商品
名「エバーライトＳＦ」、ブリヂストンケミテック社製）を、トレッド部の全外表面上に
、密度１００ｋｇ／ｍ3、発泡倍率１０倍、厚さ９００μｍのウレタン樹脂発泡体商品名
「エバーライトＳＦ」、ブリヂストンケミテック社製）を積層し、温度１７０℃で１０分
間加硫して、タイヤ全外表面がウレタン樹脂による保護層で被覆されたタイヤを製造した
。
　なお、上記未加硫タイヤは、図１に示すように、ビード部がチェーファーゴムからなり
、サイド部中のビード部側（サイド部ａ）にもチェーファーゴムがあるタイヤであった。
　また、サイド部外表面上の点を起点として、タイヤ幅方向の、チェーファーゴムから形
成されている部分の厚さは、加硫タイヤのタイヤ幅方向断面（図１参照）を観察して、サ
イド部外表面上の各点におけるタイヤ幅方向のチェーファーゴムから形成されている部分
の厚さを測定することができる。
【００６８】
（実施例２～３、比較例１～５）
　表１に示すウレタン樹脂発泡体を用いたこと以外は、実施例１と同様にしてタイヤを製
造した。なお、比較例４は、保護層を設けなかった。
【００６９】
（評価）
　実施例及び比較例で製造したタイヤを用いて、下記の測定及び評価を行った。
【００７０】
（保護層の厚さ）
　実施例及び比較例で得られたタイヤを、タイヤ幅方向断面に切断し、サイド部ａ及びサ
イド部ｂの切断面、トレッド部の切断面をそれぞれ撮影した。得られた画像において、外
表面上の任意の点における保護層の厚さを測定した。同様の測定を、各部につき１０点行
い、その平均値を各部の保護層の厚さ（μｍ）とした。
【００７１】
（耐オゾン性）
　実施例及び比較例で得られたタイヤを適用リム（サイズ；１５×６Ｊ）に装着し、内圧
２４０ｋＰａとして、タイヤをオゾン濃度３０ｐｐｈｍで６０ｋｍ／ｍの速度で３００時
間走行させた。そして、サイド部ａ、サイド部ｂ及びトレッド部のクラックの発生、クラ
ックの長さ、クラックの深さ等を目視で確認し、耐オゾン性を評価した。耐オゾン性は、
以下の基準で評価した。
０：クラックが発生していなかった
１：軽微なクラックが発生していた
２：軽微なクラックが部位の全体に発生していた
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３：クラックが部位の全体に発生し、クラック同士がつながっていた
４：全体のクラックの半分程度が開いていた
５：クラックが全体に発生し、大きく開いていた
　なお、サイド部は、以下の２部分に分けて評価を行った。上記「保護層の厚さ」の評価
で得た幅方向断面において、チェーファーゴムから形成されている部分の厚さが占める割
合が０％超となる部分を「サイド部ａ」、チェーファーゴムから形成されている部分の厚
さが占める割合が０％である部分を「サイド部ｂ」とした。
【００７２】
（μ低下）
　実施例及び比較例で得られたタイヤを適用リム（サイズ：１５×６Ｊ）に装着し、内圧
２３０ｋＰａとして、試験車両（品名「プリウス　ＤＡＡ－ＺＶＷ３０　１８００ｃｃ」
）の全軸に装着した。そして、トレッド部の保護層が摩擦で完全に消滅するまでの走行距
離を測定した。そして、以下の基準でμ低下を評価した。
○（良好）：走行距離が５００ｋｍ未満であった
×（不良）：走行距離が５００ｋｍ以上であった
【００７３】
（Ｙ／Ｘ（線分ＡＢの長さＸとＡＢ間の界面の長さＹとの比））
　実施例及び比較例で得られたタイヤを、タイヤ幅方向断面に切断し、サイド部ａの切断
面、サイド部ｂの切断面、トレッド部の切断面をそれぞれ撮影した。得られた画像におい
て、被覆領域におけるゴム層と保護層との界面上の２点Ａ、Ｂを、線分ＡＢの長さが１ｍ
ｍとなるように定め、２点Ａ、Ｂ間の界面の長さｙ（ｍｍ）を測定した。そして、下記式
により、線分ＡＢの長さＸとＡＢ間の界面の長さＹとの比（Ｙ／Ｘ）を算出した。
　　　Ｙ／Ｘ＝ＡＢ間の界面の長さ／ＡＢ間の長さ＝ｙ／１
　なお、比較例４のタイヤは、被覆領域がなく、Ｙ／Ｘ＝１であった。
【００７４】
（乗り心地）
　実施例及び比較例で得られたタイヤをリムに装着し、内圧２３０ｋＰａとして、試験車
両の全軸に装着した。そして、専門のドライバーにより乗心地性のフィーリングテストを
行い、１～１０の評点をつけその平均値を求めた。値が大きい程、乗り心地が良好である
ことを示す。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
　表１に示されるように、サイド部ａの保護層が、サイド部ｂの保護層よりも厚い実施例
１、２では、サイド部の耐オゾン性が良好であった。
【符号の説明】
【００７７】
１　　タイヤ
２　　サイド部
２１　サイドゴム
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２２　サイド部ａ
２３　サイド部ｂ
３　　ビード部
３１　チェーファーゴム
４　　カーカス
５　　リム
６　　保護層
７　　ゴム層
８　　被覆領域
Ａ　　被覆領域におけるゴム層と保護層との界面上の点
Ｂ　　被覆領域におけるゴム層と保護層との界面上の点
Ｘ　　線分ＡＢの長さ
Ｙ　　ＡＢ間の界面の長さ
ｄ　　ＡＢ間における保護層の最低膜厚

【図１】 【図２】



(16) JP 2017-193309 A 2017.10.26

フロントページの続き

(72)発明者  浦田　智裕
            東京都中央区京橋三丁目１番１号　株式会社ブリヂストン内


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

